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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　室外機と、１台又は複数台の室内機と、１台又は複数台の換気装置とが冷媒配管で接続
され、冷媒が循環する冷媒系統と、
　前記冷媒系統を制御する制御装置と、を備え、
　前記冷媒系統は、圧縮機、室外熱交換器、第１膨張弁、室内熱交換器、第２膨張弁、換
気装置冷却器を有し、
　前記室外機は、圧縮機と、室外熱交換器と、を有し、
　前記室内機は、前記室内熱交換器を有し、
　前記換気装置は、前記換気装置冷却器を有し、
　前記室内機及び前記換気装置には、それぞれ、空調対象空間の空気の温度及び湿度を検
出する温湿度検出手段が設けられており、
　前記制御装置は、
　快適性への影響の大きさに対応する空調優先順位が相対的に高い場所に配置された前記
室内機及び前記換気装置を特定するための特定基準を満たす前記室内機及び前記換気装置
のうちの少なくとも１台を特定し、特定した前記室内機及び前記換気装置のうちの少なく
とも１台に設けられた前記温湿度検出手段の検出値をもとに目標蒸発温度を調整し、且つ
、該目標蒸発温度の調整の際に、前記特定基準を満たさない前記室内機及び前記換気装置
に設けられた前記温湿度検出手段の検出値を用いない目標温度調整部と、
　前記室内機及び前記換気装置のそれぞれの蒸発温度が、前記目標温度調整部において調
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整された前記目標蒸発温度となるように前記冷媒系統を制御する空調制御部と、を有する
空気調和システム。
【請求項２】
　前記特定基準に対応する特定基準情報を前記制御装置に送信するコントロール機器をさ
らに備え、
　前記目標温度調整部は、
　前記コントロール機器から送信される前記特定基準情報をもとに、前記特定基準を満た
す前記室内機及び前記換気装置のうちの少なくとも１台を特定するものである請求項１に
記載の空気調和システム。
【請求項３】
　前記コントロール機器は、
　前記空調対象空間での配置に基づく空調優先順位が相対的に低い前記室内機及び前記換
気装置のうちの少なくとも１台を選定する操作を受け付け、選定された前記室内機及び前
記換気装置のうちの少なくとも１台の識別情報を、前記特定基準情報として前記制御装置
に送信するものである請求項２に記載の空気調和システム。
【請求項４】
　前記コントロール機器は、
　前記空調対象空間に設けられた人感センサによる検知情報を取得し、取得した前記検知
情報をもとに一定時間以上人が存在しない領域を抽出し、抽出した領域に対応する前記室
内機及び前記換気装置のうちの少なくとも１台の識別情報を前記特定基準情報として前記
制御装置に送信するものである請求項２に記載の空気調和システム。
【請求項５】
　前記制御装置は、
　前記室内機及び前記換気装置のそれぞれの識別情報を含む監視対象機器情報を記憶する
記憶部と、
　前記監視対象機器情報から前記特定基準情報としての識別情報を除外して、前記監視対
象機器情報を更新する取得処理部と、をさらに有し、
　前記目標温度調整部は、
　前記取得処理部による更新後の前記監視対象機器情報を用いて、前記特定基準を満たす
前記室内機及び前記換気装置のうちの少なくとも１台を特定するものである請求項３又は
４に記載の空気調和システム。
【請求項６】
　前記目標温度調整部は、
　前記特定基準を満たす前記室内機及び前記換気装置のうちの少なくとも１台に設けられ
た前記温湿度検出手段から前記空調対象空間の空気の温度及び湿度を取得し、取得した温
度と目標温度との間の温度差と、取得した湿度と目標湿度との間の湿度差とを求め、求め
た前記温度差及び前記湿度差のうちの少なくとも１つを用いて前記目標蒸発温度を調整す
るものである請求項５に記載の空気調和システム。
【請求項７】
　前記コントロール機器は、
　他の冷媒系統に設けられ、前記空調対象空間の湿度を検出する湿度センサを備えた別の
換気装置との通信を行う機能を有すると共に、
　前記換気装置を除外して前記別の換気装置を追加する選定操作を受け付けたときに、当
該換気装置及び当該別の換気装置のそれぞれの識別情報を前記特定基準情報として前記制
御装置へ送信するものであり、
　前記取得処理部は、
　前記監視対象機器情報から前記換気装置の識別情報を除外すると共に、前記監視対象機
器情報に前記別の換気装置の識別情報を追加して前記監視対象機器情報を更新するもので
あり、
　前記目標温度調整部は、
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　前記特定基準を満たす前記室内機に設けられた前記温湿度検出手段から前記空調対象空
間の空気の温度を取得し、取得した温度と目標温度との間の温度差を求めると共に、前記
別の換気装置の前記温湿度検出手段から前記空調対象空間の空気の湿度を取得し、取得し
た湿度と目標湿度との間の湿度差を求め、求めた前記温度差及び前記湿度差のうちの少な
くとも１つを用いて前記目標蒸発温度を調整するものである請求項５に記載の空気調和シ
ステム。
【請求項８】
　前記空調対象空間の湿度を検出する湿度センサを備えた通信装置をさらに有し、
　前記コントロール機器は、
　前記換気装置を除外して前記通信装置を追加する選定操作を受け付けたときに、当該換
気装置及び当該通信装置のそれぞれの識別情報を前記特定基準情報として前記制御装置へ
送信するものであり、
　前記取得処理部は、
　前記監視対象機器情報から前記換気装置の識別情報を除外すると共に、前記通信装置の
識別情報を追加して前記監視対象機器情報を更新するものであり、
　前記目標温度調整部は、
　前記特定基準を満たす前記室内機に設けられた前記温湿度検出手段から前記空調対象空
間の空気の温度を取得し、取得した温度と目標温度との間の温度差を求めると共に、前記
通信装置の前記温湿度検出手段から前記空調対象空間の空気の湿度を取得し、取得した湿
度と目標湿度との間の湿度差を求め、求めた前記温度差及び前記湿度差のうちの少なくと
も１つを用いて前記目標蒸発温度を調整するものである請求項５に記載の空気調和システ
ム。
【請求項９】
　前記コントロール機器は、
　全ての前記室内機を除外する選定操作を受け付けたときに、全ての前記室内機の識別情
報を前記特定基準情報として前記制御装置へ送信するものであり、
　前記取得処理部は、
　前記監視対象機器情報から全ての前記室内機のそれぞれの識別情報を除外するものであ
り、
　前記目標温度調整部は、
　前記換気装置に設けられた前記温湿度検出手段から前記空調対象空間の空気の湿度を取
得し、取得した湿度と目標湿度との間の湿度差を求め、求めた前記湿度差を用いて前記目
標蒸発温度を調整するものである請求項５に記載の空気調和システム。
【請求項１０】
　前記記憶部は、
　前記温度差又は前記湿度差と前記目標蒸発温度とが関連づけられた目標温度導出情報を
記憶し、
　前記目標温度導出情報には、
　蒸発温度が相対的に高く設定された高目標温度導出情報と、
　蒸発温度が前記高目標温度導出情報よりも低く設定された低目標温度導出情報と、があ
り、
　前記目標温度調整部は、
　前記温度差が温度閾値以下であり、かつ前記湿度差が湿度閾値以下である場合に、前記
高目標温度導出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定するものである請求項６～８の何れ
か一項に記載の空気調和システム。
【請求項１１】
　前記記憶部は、
　前記湿度差と前記目標蒸発温度とが関連づけられた目標温度導出情報を記憶しており、
　前記目標温度導出情報には、
　蒸発温度が相対的に高く設定された高目標温度導出情報と、
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　蒸発温度が前記高目標温度導出情報よりも低く設定された低目標温度導出情報と、があ
り、
　前記目標温度調整部は、
　前記湿度差が湿度閾値以下である場合に、前記高目標温度導出情報を用いて前記目標蒸
発温度を決定するものである請求項９に記載の空気調和システム。
【請求項１２】
　外気の温度及び湿度を検出する外気温湿度検出手段をさらに有し、
　前記冷媒系統は、
　２台の前記室外機を有すると共に、
　一方の前記室外機と１台又は複数台の前記室内機とが冷媒配管で接続され、冷媒が循環
する第１冷媒系統と、
　他方の前記室外機と１台又は複数台の前記換気装置とが冷媒配管で接続され、冷媒が循
環する第２冷媒系統と、を有し、
　前記目標温度調整部は、
　前記温度差が前記温度閾値よりも大きいという条件、及び前記湿度差が前記湿度閾値よ
りも大きいという条件のうちの少なくとも一方を満たす場合に、前記外気温湿度検出手段
から検出値を取得し、
　外気が低温かつ低湿度のときに、前記第１冷媒系統及び前記第２冷媒系統のそれぞれに
対して前記高目標温度導出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定し、
　外気が低温かつ高湿度のときに、前記第１冷媒系統に対して前記高目標温度導出情報を
用いて前記目標蒸発温度を決定すると共に、前記第２冷媒系統に対して前記低目標温度導
出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定し、
　外気が高温かつ低湿度のときに、前記第１冷媒系統に対して前記低目標温度導出情報を
用いて前記目標蒸発温度を決定すると共に、前記第２冷媒系統に対して前記高目標温度導
出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定し、
　外気が高温かつ高湿度のときに、前記第１冷媒系統及び前記第２冷媒系統のそれぞれに
対して前記低目標温度導出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定するものである請求項１
０に記載の空気調和システム。
【請求項１３】
　外気の温度及び湿度を検出する外気温湿度検出手段をさらに有し、
　前記冷媒系統は、
　２台の前記室外機を有すると共に、
　一方の前記室外機と１台又は複数台の前記室内機とが冷媒配管で接続され、冷媒が循環
する第１冷媒系統と、
　他方の前記室外機と１台又は複数台の前記換気装置とが冷媒配管で接続され、冷媒が循
環する第２冷媒系統と、を有し、
　前記目標温度調整部は、
　前記湿度差が前記湿度閾値よりも大きいという条件を満たす場合に、前記外気温湿度検
出手段から検出値を取得し、
　外気が低温かつ低湿度のときに、前記第１冷媒系統及び前記第２冷媒系統のそれぞれに
対して前記高目標温度導出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定し、
　外気が低温かつ高湿度のときに、前記第１冷媒系統に対して前記高目標温度導出情報を
用いて前記目標蒸発温度を決定すると共に、前記第２冷媒系統に対して前記低目標温度導
出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定し、
　外気が高温かつ低湿度のときに、前記第１冷媒系統に対して前記低目標温度導出情報を
用いて前記目標蒸発温度を決定すると共に、前記第２冷媒系統に対して前記高目標温度導
出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定し、
　外気が高温かつ高湿度のときに、前記第１冷媒系統及び前記第２冷媒系統のそれぞれに
対して前記低目標温度導出情報を用いて前記目標蒸発温度を決定するものである請求項１
１に記載の空気調和システム。
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【請求項１４】
　前記目標温度調整部は、
　前記温度差が温度閾値よりも大きく設定される快適温度閾値未満であり、かつ前記湿度
差が湿度閾値よりも大きく設定される快適湿度閾値未満である場合に限り、前記目標蒸発
温度の調整を実行するものである請求項６～８、１０、及び１２の何れか一項に記載の空
気調和システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空気調和装置と換気装置とを備える空気調和システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　空気調和装置と換気装置とを備える空気調和システムでは、換気装置が空調対象空間の
空気を外気と入れ替える換気運転を行っており、冷房時、外部から導入される空気のエン
タルピーが高い場合は、冷房負荷が大きくなる。また、空気調和システムにおいて、冷房
負荷以外の熱負荷としては、室内で発生する室内負荷と、建物壁面等から侵入する躯体負
荷とがある。
【０００３】
　従来の空気調和システムでは、空気調和装置の室内熱交換器の蒸発温度を低温で一定に
して、上記のような熱負荷のうちの潜熱負荷を処理している。しかしながら、蒸発温度を
低温で一定にして潜熱負荷を処理する運転では、運転効率が低下するという課題がある。
一方、蒸発温度を上げると、運転効率は高まるが、潜熱処理量が不足して室内湿度が上昇
し、快適性が低下するという課題がある。
【０００４】
　そこで、蒸発温度の設定方法を改善するため、従来から、潜熱と顕熱とを別々に処理す
ることができる潜顕分離空気調和システムが提案されている（例えば特許文献１及び２参
照）。特許文献１及び２の空気調和システムは、室内目標温度と室内温度との間の温度差
と、室内目標絶対湿度と室内絶対湿度との間の湿度差とを算出し、温度差及び湿度差の各
々と任意の閾値との差を用いて目標蒸発温度を設定するようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第５９９６１０７号公報
【特許文献２】特許第６０７２２２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１及び２のような従来の空気調和システムでは、任意の温湿度
検出手段から室内温度と室内絶対湿度とを取得するようになっている。つまり、空気調和
装置及び換気装置のうちの少なくとも１台が、空調負荷が大きく且つ空調優先順位が低い
場所に据え付けられている場合でも、こうした場所の装置に設けられた温湿度検出手段の
検出値を用いることがある。
【０００７】
　ここで、空調負荷が大きく且つ空調優先順位が低い場所としては、例えばエントランス
ホール又はエレベータホールのように、外気などの混入が多く、常時人がいる環境ではな
い場所等が想定される。こうした場所に配置された温湿度検出手段の検出値を用いると、
相対的に大きな温度差又は湿度差を算出することとなり、他の場所に配置された温湿度検
出手段の検出値を用いた場合よりも、目標蒸発温度が低く設定されることになる。すなわ
ち、従来の空気調和システムでは、快適性を損なわずに、目標蒸発温度を上げることがで
きる状況下でも、目標蒸発温度が低く設定されることにより、蒸発温度の変化が妨げられ
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る。そのため、運転効率を高めることができず、省エネルギー性能を高めることができな
いという課題がある。
【０００８】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであり、快適性を損なわずに省エ
ネルギー化を図る空気調和システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る空気調和システムは、室外機と、１台又は複数台の室内機と、１台又は複
数台の換気装置とが冷媒配管で接続され、冷媒が循環する冷媒系統と、冷媒系統を制御す
る制御装置と、を備え、冷媒系統は、圧縮機、室外熱交換器、第１膨張弁、室内熱交換器
、第２膨張弁、換気装置冷却器を有し、室外機は、圧縮機と、室外熱交換器と、を有し、
室内機は、室内熱交換器を有し、換気装置は、換気装置冷却器を有し、室内機及び換気装
置には、それぞれ、空調対象空間の空気の温度及び湿度を検出する温湿度検出手段が設け
られており、制御装置は、快適性への影響の大きさに対応する空調優先順位が相対的に高
い場所に配置された室内機及び換気装置を特定するための特定基準を満たす室内機及び換
気装置のうちの少なくとも１台を特定し、特定した室内機及び換気装置のうちの少なくと
も１台に設けられた温湿度検出手段の検出値をもとに目標蒸発温度を調整し、且つ、該目
標蒸発温度の調整の際に、前記特定基準を満たさない前記室内機及び前記換気装置に設け
られた前記温湿度検出手段の検出値を用いない目標温度調整部と、室内機及び換気装置の
それぞれの蒸発温度が、目標温度調整部において調整された目標蒸発温度となるように冷
媒系統を制御する空調制御部と、を有するものである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、特定基準を満たす室内機及び換気装置のうちの少なくとも１台に設け
られた温湿度検出手段の検出値をもとに目標蒸発温度を調整することから、空調優先順位
の低い場所に設けられた温湿度検出手段を用いないため、快適性を損なわずに省エネルギ
ー化を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施の形態１に係る空気調和システムの概略図である。
【図２】図１の空気調和システムの冷房時における冷媒の流れを示す冷媒回路図である。
【図３】図１の空気調和システムの換気装置の概略構成図である。
【図４】図１の空気調和システムの制御系統を含めた冷媒回路図である。
【図５】図１の集中コントローラの機能的構成を示すブロック図である。
【図６】図４の制御装置の機能的構成を示すブロック図である。
【図７】図２の室内熱交換器及び換気装置冷却器のそれぞれの目標蒸発温度を求めるため
の目標温度導出情報を例示したグラフである。
【図８】図２の室内熱交換器及び換気装置冷却器のそれぞれの目標蒸発温度の設定範囲を
示した表である。
【図９】図１の空気調和システムの動作を示すフローチャートである。
【図１０】本発明の実施の形態２に係る空気調和システムの動作を示すフローチャートで
ある。
【図１１】本発明の実施の形態３に係る空気調和システムの概略図である。
【図１２】図１１の空気調和システムの動作を示すフローチャートである。
【図１３】本発明の実施の形態４に係る空気調和システムの概略図である。
【図１４】図１３の空気調和システムの動作を示すフローチャートである。
【図１５】本発明の実施の形態５に係る空気調和システムの一例を示す概略図である。
【図１６】図１５の空気調和システムの制御系統を含めた冷媒回路図である。
【図１７】本発明の実施の形態５に係る空気調和システムの他の例を示す概略図である。
【図１８】図１６の室内熱交換器及び換気装置冷却器のそれぞれの目標蒸発温度を求める
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ための目標温度導出情報を例示したグラフである。
【図１９】図１７の空気調和システムの動作を示すフローチャートである。
【図２０】本発明の実施の形態５の変形例に係る空気調和システムでのゾーン分けを示し
た空気線図である。
【図２１】図２０に示す４つのゾーンごとの蒸発温度レベルを示した空気線図である。
【図２２】本発明の実施の形態５の変形例に係る空気調和システムの動作を示すフローチ
ャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
実施の形態１．
　図１は、本発明の実施の形態１に係る空気調和システムの概略図である。空気調和シス
テム１００は、ビル用マルチエアコンなどに適用され、１台又は複数台の室内機１と、１
台又は複数台の換気装置３と、室外機２と、を有している。また、空気調和システム１０
０は、室内機１と室外機２と換気装置３とを統括的に制御し管理する集中コントローラ２
０を有している。集中コントローラ２０は、本発明の「コントロール機器」に相当する。
以降では、１台又は複数台の室内機１を「室内機１」と総称し、１台又は複数台の換気装
置３を「換気装置３」と総称する。なお、図１では、空気調和システム１００が、３台の
室内機１と、１台の換気装置３と、を有する場合を例示している。
【００１３】
　室内機１は、空調対象空間Ｓの空気を温度調整しながら循環させるように構成されてい
る。以降では、空調対象空間Ｓの空気を室内空気ともいう。換気装置３は、室内空気と外
気とを入れ替えると共に、空調対象空間Ｓに導入される外気を、後述する換気装置熱交換
器１８で冷却し除湿するように構成されている。室内機１と換気装置３とは、それぞれ、
室外機２と冷媒配管１０２を介して接続されている。室内機１と室外機２と換気装置３と
は、それぞれ、集中コントローラ２０と伝送線１０３を介して接続されている。もっとも
、集中コントローラ２０は、室内機１、室外機２、及び換気装置３と、無線によって通信
するものであってもよい。
【００１４】
　図２は、図１の空気調和システムの冷房時における冷媒の流れを示す冷媒回路図である
。室内機１は、第１膨張弁１４ａと、室内熱交換器１５と、室内送風機１７とを有してい
る。室外機２は、圧縮機１１と、四方弁１２と、室外熱交換器１３と、室外送風機１６と
、を有している。換気装置３は、第２膨張弁１４ｂと、換気装置熱交換器１８と、を有し
ている。空気調和システム１００は、圧縮機１１、四方弁１２、室外熱交換器１３、第１
膨張弁１４ａ、室内熱交換器１５、第２膨張弁１４ｂ、及び換気装置熱交換器１８が冷媒
配管１０２によって接続され、冷媒が循環する冷媒系統としての冷媒回路２００が形成さ
れている。なお、図２では、煩雑化を避けるため、１台の室内機１を省略している。
【００１５】
　図３は、図１の空気調和システムの換気装置の概略構成図である。図３に示すように、
換気装置３は、給気用送風機１９ａと、排気用送風機１９ｂと、室内空気（ＲＡ）と外気
（ＯＡ）との間で全熱交換を行う全熱交換器３０と、をさらに有している。また、換気装
置３には、外気（ＯＡ）の温度と絶対湿度とを検出するＯＡ温湿度検出手段３１と、室内
空気（ＲＡ）の温度と絶対湿度とを検出するＲＡ温湿度検出手段３２と、が設けられてい
る。全熱交換後の外気（ＯＡ）は、室内に供給空気（ＳＡ）として供給され、全熱交換後
の室内空気（ＲＡ）は、室外に排出空気（ＥＡ）として排気される。
【００１６】
　図４は、図１の空気調和システムの制御系統を含めた冷媒回路図である。図４に示すよ
うに、室外機２は、集中コントローラ２０と連携して、冷媒回路２００を制御する制御装
置５０をさらに有している。また、室外機２には、圧縮機１１の吸入側に設けられた蒸発
温度検出手段４２が設けられている。蒸発温度検出手段４２は、例えばサーミスタからな
り、冷媒回路２００における蒸発温度を検出する温度センサである。各室内機１には、そ
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れぞれ、空調対象空間Ｓの空気を吸い込む空気吸込口の近傍に、吸込温湿度検出手段４３
が設けられている。吸込温湿度検出手段４３は、室内空気の温度である吸込温度と、室内
空気の絶対湿度である吸込湿度と、を検出する温湿度センサである。
【００１７】
　ここで、空気調和システム１００は、ＲＡ温湿度検出手段３２において検出された室内
空気の温度、もしくは吸込温湿度検出手段４３において検出された吸込温度を、蒸発温度
レベルの設定に用いる室内温度Ｔａとして適用することができる。また、空気調和システ
ム１００は、ＲＡ温湿度検出手段３２において検出された室内空気の絶対湿度、もしくは
吸込温湿度検出手段４３において検出された吸込湿度を、蒸発温度レベルの設定に用いる
室内絶対湿度Ｘａとして適用することができる。ここで、ＲＡ温湿度検出手段３２及び吸
込温湿度検出手段４３は、本発明の「温湿度検出手段」に相当し、以降では「温湿度セン
サ」と総称することがある。
【００１８】
　図５は、図１の集中コントローラの機能的構成を示すブロック図である。集中コントロ
ーラ２０は、空気調和システム１００の制御全体を統括して管理するものであり、室外機
２及び換気装置３に種々の指示を行うことができる。集中コントローラ２０は、空調対象
空間Ｓでの配置に基づく特定基準に対応する特定基準情報を制御装置５０に送信するもの
である。以降では、空調対象空間Ｓでの配置に基づく特定基準を「特定基準」ともいう。
【００１９】
　図５に示すように、集中コントローラ２０は、入力表示部２１と、制御部２２と、記憶
部２３と、を有している。本実施の形態１において、入力表示部２１は、入力部２１ａと
表示部２１ｂとが積層されて構成されたタッチパネルである。入力部２１ａは、ユーザに
よる入力操作を受け付け、受け付けた入力操作に応じた信号を制御部２２へ出力するもの
である。表示部２１ｂは、例えば液晶ディスプレイ（ＬＣＤ：ｌｉｑｕｉｄ　ｃｒｙｓｔ
ａｌ　ｄｉｓｐｌａｙ）からなり、制御部２２により制御されて、文字又は画像などを表
示するものである。
【００２０】
　より具体的に、入力部２１ａは、室内機１及び換気装置３のそれぞれの室内目標温度Ｔ
ａ＿ｔｇｔ及び室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔを設定する操作を受け付けるものである。
室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔとは、室内空気の温度の設定値であり、室内目標絶対湿度Ｘａ
＿ｔｇｔとは、室内空気の絶対湿度の設定値である。また、入力部２１ａは、室内機１及
び換気装置３のそれぞれの空調優先順位を設定する操作を受け付けるものである。本実施
の形態１において、空調優先順位は、空調対象空間Ｓでの配置に基づいて定まり、快適性
への影響の大きさに対応する。すなわち、空調優先順位の低い場所とは、特定基準を満た
さない場所であり、つまり、快適性に対する影響が相対的に小さい場所のことである。一
方、空調優先順位の高い場所とは、特定基準を満たす場所であり、快適性に対する影響が
比較的大きい場所のことである。
【００２１】
　ここで、室内機１及び換気装置３のそれぞれの空調優先順位を設定する操作には、室内
機１及び換気装置３のうちの少なくとも１台を選定する操作も含まれる。以降では、室内
機１及び換気装置３を「空調機器」と総称することがある。例えば、入力部２１ａは、室
内機１及び換気装置３の中から、空調優先順位が相対的に低いものを選定する操作を受け
付けるものであってもよい。この場合、使用者は、入力部２１ａを介して、室内温度Ｔａ
が室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔから離れても問題ないと考える空調機器を選定することがで
きる。また、入力部２１ａは、室内機１及び換気装置３の中から、相対的に空調優先順位
が高いものを選定する操作を受け付けるものであってもよい。この場合、使用者は、入力
部２１ａを介して、快適性への影響が比較的大きいと考える空調機器を選定することがで
きる。
【００２２】
　制御部２２は、表示処理部２２ａと、データ処理部２２ｂと、を有している。表示処理
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部２２ａは、ユーザの入力操作などに応じて、表示部２１ｂに文字及び画像などを表示さ
せたり、表示部２１ｂの表示内容を変更したりするものである。
【００２３】
　データ処理部２２ｂは、入力部２１ａを介して、室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔ及び室内目
標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔの情報である目標温湿度情報を取得し、取得した目標温湿度情報
を記憶部２３に記憶させるものである。そして、データ処理部２２ｂは、目標温湿度情報
を制御装置５０へ送信するものである。つまり、データ処理部２２ｂは、入力部２１ａと
の連携により、室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔ及び室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔを設定する
目標温湿度設定手段として機能する。
【００２４】
　また、データ処理部２２ｂは、入力部２１ａを介して、空調機器の空調優先順位に関す
る設定内容の情報を取得し、取得した情報を特定基準情報として室内機１の制御装置５０
へ送信するものである。データ処理部２２ｂは、例えば、入力部２１ａにおいて、複数の
空調機器の中から空調優先順位の低いものが選定された場合、選定された空調機器のアド
レスを、特定基準情報として制御装置５０へ送信するようになっている。この場合、特定
基準情報は、目標蒸発温度Ｔｅの調整処理の際に除外される空調機器のアドレスを含んで
おり、データ処理部２２ｂは、制御装置５０に対して特定基準情報を送信することにより
、選定された空調機器の除外を要求する。ここで、空調機器の「アドレス」は、本発明に
おける空調機器の「識別情報」に相当する。
【００２５】
　制御部２２は、上記の各機能を実現する回路デバイスなどのハードウェアで実現するこ
ともできるし、例えば、マイコン、ＤＳＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅ
ｓｓｏｒ）、又はＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等の演算
装置上で実行されるソフトウェアとして実現することもできる。
【００２６】
　記憶部２３には、室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔ及び室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔの情報
などの種々のデータが記憶される。記憶部２３には、制御部２２の動作プログラムが記憶
されていてもよい。記憶部２３は、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ
）及びＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）、フラッシュメモリ等のＰＲＯＭ（
Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ）、又はＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）
等により構成することができる。
【００２７】
　図６は、図４の制御装置の機能的構成を示すブロック図である。図７は、図２の室内熱
交換器及び換気装置冷却器のそれぞれの目標蒸発温度を求めるための目標温度導出情報を
例示したグラフである。図８は、図２の室内熱交換器及び換気装置冷却器のそれぞれの目
標蒸発温度の設定範囲を示した表である。図６～図８をもとに、室外機２の制御装置５０
の構成について具体的に説明する。
【００２８】
　図６に示すように、制御装置５０は、制御部５１と、記憶部５５と、を有している。記
憶部５５には、監視対象となる空調機器のアドレスの情報である監視対象機器情報、及び
蒸発温度レベルを示すレベル設定情報などの各種データが記憶されている。監視対象機器
情報は、初期状態において、室内機１及び換気装置３のそれぞれのアドレスを含んでいる
。図１の構成の場合、初期状態において、記憶部５５には、監視対象機器情報として、３
台の室内機１のアドレスと、１台の換気装置３のアドレスとが記憶されている。記憶部５
５には、制御部５１の動作プログラムが記憶されていてもよい。
【００２９】
　また、記憶部５５には、図７に例示するような目標温度導出情報が格納されている。図
７では、縦軸に、室内熱交換器１５又は換気装置熱交換器１８の蒸発温度を示し、横軸に
、室内温度Ｔａから室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔを減算した値である温度差ΔＴを示してい
る。温度差ΔＴｎは、現在の室内温度Ｔａから室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔを減算した値を
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例示したものである。すなわち、目標温度導出情報では、図７に示すように、温度差ΔＴ
と目標蒸発温度Ｔｅとが関連づけられており、温度差ΔＴｎを目標温度導出情報に照らす
ことで、目標蒸発温度Ｔｅを求めることができる。Ｔｅ＿ｍａｘは、目標蒸発温度Ｔｅの
最大値である最大蒸発温度を示し、Ｔｅ＿ｍｉｎは、目標蒸発温度Ｔｅの最小値である最
小蒸発温度を示している。
【００３０】
　目標温度導出情報は、温度差ΔＴが「０＜ΔＴ＜Ｔ１」の範囲において、温度差ΔＴと
目標蒸発温度Ｔｅとの間に、温度差ΔＴが増加すると目標蒸発温度Ｔｅが減少するような
比例関係がある。ここで、Ｔ１は、予め決められた温度閾値である。また、目標温度導出
情報は、温度差ΔＴが０以下とき、目標蒸発温度Ｔｅが最大蒸発温度ＥＴ＿ｍａｘに設定
され、温度差ΔＴがＴ１以上のとき、目標蒸発温度Ｔｅが最小蒸発温度ＥＴ＿ｍｉｎに設
定されるようになっている。
【００３１】
　図８において、最大蒸発温度ＥＴ＿ｍａｘは、図７の最大蒸発温度Ｔｅ＿ｍａｘに対応
しており、最小蒸発温度ＥＴ＿ｍｉｎは、図７の最小蒸発温度Ｔｅ＿ｍｉｎに対応してい
る。最大蒸発温度Ｔｅ＿ｍａｘと最小蒸発温度Ｔｅ＿ｍｉｎとは、室内熱交換器１５と換
気装置熱交換器１８とのそれぞれに対応づけて設定されている。さらに、最大蒸発温度Ｔ
ｅ＿ｍａｘ及び最小蒸発温度Ｔｅ＿ｍｉｎとしては、蒸発温度レベルごとに、複数のパタ
ーンの値が設定されている。本実施の形態１では、図８に示すように、蒸発温度レベルと
して、蒸発温度が相対的に高いＨｉレベルと、蒸発温度が相対的に低いＬｏレベルとの２
つのパターンが設定されている。つまり、最大蒸発温度Ｔｅ＿ｍａｘ及び最小蒸発温度Ｔ
ｅ＿ｍｉｎは、それぞれ、Ｈｉレベルの値と、Ｈｉレベルの値よりも小さいＬｏレベルの
値とが設定されている。
【００３２】
　すなわち、本実施の形態１において、記憶部５５には、目標温度導出情報として、室内
熱交換器１５のＨｉレベルに応じた第１目標温度導出情報と、室内熱交換器１５のＬｏレ
ベルに応じた第２目標温度導出情報と、換気装置熱交換器１８のＨｉレベルに応じた第３
目標温度導出情報と、換気装置熱交換器１８のＬｏレベルに応じた第４目標温度導出情報
とが格納されている。第１目標温度導出情報及び第３目標温度導出情報は、本発明の「高
目標温度導出情報」に相当し、第２目標温度導出情報及び第４目標温度導出情報は、本発
明の「低目標温度導出情報」に相当する。
【００３３】
　第１目標温度導出情報では、最大蒸発温度がＥＴｉ＿ｈｉ＿ｍａｘに設定され、最小蒸
発温度がＥＴｉ＿ｈｉ＿ｍｉｎに設定されている。第２目標温度導出情報では、最大蒸発
温度がＥＴｉ＿ｌｏ＿ｍａｘに設定され、最小蒸発温度がＥＴｉ＿ｌｏ＿ｍｉｎに設定さ
れている。第３目標温度導出情報では、最大蒸発温度がＥＴｖ＿ｈｉ＿ｍａｘに設定され
、最小蒸発温度がＥＴｖ＿ｈｉ＿ｍｉｎに設定されている。第４目標温度導出情報では、
最大蒸発温度がＥＴｖ＿ｌｏ＿ｍａｘに設定され、最小蒸発温度がＥＴｖ＿ｌｏ＿ｍｉｎ
に設定されている。
【００３４】
　したがって、Ｈｉレベルに設定された場合、室内熱交換器１５の目標蒸発温度Ｔｅは、
温度差ΔＴに応じて、最大蒸発温度ＥＴｉ＿ｈｉ＿ｍａｘから最小蒸発温度ＥＴｉ＿ｈｉ
＿ｍｉｎまでの範囲内の温度に設定される。同様に、換気装置熱交換器１８の目標蒸発温
度Ｔｅは、温度差ΔＴに応じて、最大蒸発温度ＥＴｖ＿ｈｉ＿ｍａｘから最小蒸発温度Ｅ
Ｔｖ＿ｈｉ＿ｍｉｎまでの範囲内の温度に設定される。Ｌｏレベルに設定された場合、室
内熱交換器１５の目標蒸発温度Ｔｅは、温度差ΔＴに応じて、最大蒸発温度ＥＴｉ＿ｌｏ
＿ｍａｘから最小蒸発温度ＥＴｉ＿ｌｏ＿ｍｉｎまでの範囲内の温度に設定される。同様
に、換気装置熱交換器１８の目標蒸発温度Ｔｅは、温度差ΔＴに応じて、最大蒸発温度Ｅ
Ｔｖ＿ｌｏ＿ｍａｘから最小蒸発温度ＥＴｖ＿ｌｏ＿ｍｉｎまでの範囲内の温度に設定さ
れる。
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【００３５】
　ここで、Ｈｉレベルについて、第１目標温度導出情報におけるＥＴｉ＿ｈｉ＿ｍａｘと
、第３目標温度導出情報における最大蒸発温度ＥＴｖ＿ｈｉ＿ｍａｘとは、共通の値であ
ってもよいし、異なる値であってもよい。また、第１目標温度導出情報における最小蒸発
温度ＥＴｉ＿ｈｉ＿ｍｉｎと、第３目標温度導出情報における最小蒸発温度ＥＴｖ＿ｈｉ
＿ｍｉｎとは、共通の値であってもよいし、異なる値であってもよい。同様に、Ｌｏレベ
ルについて、第２目標温度導出情報における最大蒸発温度ＥＴｉ＿ｌｏ＿ｍａｘと、第４
目標温度導出情報における最大蒸発温度ＥＴｖ＿ｌｏ＿ｍａｘとは、共通の値であっても
よいし、異なる値であってもよい。また、第２目標温度導出情報における最小蒸発温度が
ＥＴｉ＿ｌｏ＿ｍｉｎと、第４目標温度導出情報における最小蒸発温度ＥＴｖ＿ｌｏ＿ｍ
ｉｎとは、共通の値であってもよいし、異なる値であってもよい。
【００３６】
　図６に示すように、制御部５１は、取得処理部５２と、目標温度調整部５３と、空調制
御部５４と、を有している。取得処理部５２は、データ処理部２２ｂから送信される室内
目標温度Ｔａ＿ｔｇｔ及び室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔを記憶部５５に記憶させるもの
である。
【００３７】
　さらに、取得処理部５２は、データ処理部２２ｂから送信された特定基準情報を記憶部
５５に記憶させ、監視対象機器情報を更新するようになっている。例えば、取得処理部５
２は、データ処理部２２ｂから、特定基準情報として、目標蒸発温度Ｔｅの調整処理の際
に除外される空調機器のアドレスが送信された場合、当該アドレスを記憶部５５に記憶さ
せるようになっている。その際、取得処理部５２は、監視対象機器情報から特定基準情報
としてのアドレスを除外することにより、監視対象機器情報を更新するようになっている
。また、取得処理部５２は、データ処理部２２ｂから、特定基準情報として、目標蒸発温
度Ｔｅの調整処理に適用される空調機器のアドレスが送信された場合、当該アドレスによ
って監視対象機器情報を書き替えて更新するようになっている。これらの処理により、使
用者が快適性への影響が比較的小さいと考える空調機器のアドレスが監視対象機器情報か
ら除外される。ここで、本実施の形態１では、取得処理部５２による更新後の監視対象機
器情報にアドレスが含まれる空調機器が、特定基準を満たす空調機器に相当する。
【００３８】
　目標温度調整部５３は、特定基準を満たす室内機１及び換気装置３のうちの少なくとも
１台を特定し、特定した室内機１及び換気装置３のうちの少なくとも１台に設けられた温
湿度センサの検出値をもとに目標蒸発温度Ｔｅを調整するものである。目標温度調整部５
３は、差分演算部５３ａと、レベル判定部５３ｂと、目標温度決定部５３ｃと、を有して
いる。
【００３９】
　差分演算部５３ａは、室内温度Ｔａから室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔを減算することによ
り、温度差ΔＴを求めるものである。また、差分演算部５３ａは、室内絶対湿度Ｘａから
室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔを減算することにより、湿度差ΔＸを求めるものである。
そして、差分演算部５３ａは、求めた温度差ΔＴ及び湿度差ΔＸをレベル判定部５３ｂへ
出力するようになっている。また、差分演算部５３ａは、求めた温度差ΔＴを目標温度決
定部５３ｃへ出力するようになっている。
【００４０】
　差分演算部５３ａは、ＲＡ温湿度検出手段３２及び吸込温湿度検出手段４３のそれぞれ
から検出値を取得するようになっている。差分演算部５３ａは、温度差ΔＴ及び湿度差Δ
Ｘを求める際、監視対象機器情報を参照して、室内温度Ｔａを取得する温湿度センサと、
及び室内絶対湿度Ｘａを取得する温湿度センサと、を特定するようになっている。すなわ
ち、差分演算部５３ａは、取得処理部５２により監視対象機器情報から除外されたアドレ
スをもつ空調機器の温湿度センサの検出値を用いないようになっている。
【００４１】
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　本実施の形態１において、差分演算部５３ａは、監視対象機器情報から全ての室内機１
のアドレスが除外されていなければ、室内機１の吸込温湿度検出手段４３において検出さ
れた吸込温度を、室内温度Ｔａとして用いるようになっている。空気調和システム１００
が複数台の室内機１を有する場合、差分演算部５３ａが室内温度Ｔａを取得する室内機１
は、設置環境等に応じて予め設定されている。一方、差分演算部５３ａは、監視対象機器
情報から全ての室内機１のアドレスが除外されていれば、ＲＡ温湿度検出手段３２におい
て検出された室内空気の温度を、室内温度Ｔａとして用いるようになっている。
【００４２】
　また、差分演算部５３ａは、監視対象機器情報から全ての換気装置３のアドレスが除外
されていなければ、ＲＡ温湿度検出手段３２において検出された室内空気の絶対湿度を、
室内絶対湿度Ｘａとして用いるようになっている。空気調和システム１００が複数台の換
気装置３を有する場合、差分演算部５３ａが室内絶対湿度Ｘａを取得する換気装置３は、
設置環境等に応じて予め設定されている。一方、差分演算部５３ａは、監視対象機器情報
から全ての換気装置３のアドレスが除外されていれば、室内機１の吸込温湿度検出手段４
３において検出された吸込湿度を、室内絶対湿度Ｘａとして用いるようになっている。
【００４３】
　レベル判定部５３ｂは、温度差ΔＴが温度閾値Ｔ１以下であり、かつ湿度差ΔＸが予め
設定された湿度閾値Ｘ１以下である、という温湿度条件を満たすか否かを判定するもので
ある。ここで、温湿度条件を満たさない場合には、温度差ΔＴが温度閾値Ｔ１以下である
が、湿度差ΔＸが湿度閾値Ｘ１より大きい場合と、湿度差ΔＸが湿度閾値Ｘ１以下である
が、温度差ΔＴが温度閾値Ｔ１より大きい場合と、温度差ΔＴが温度閾値Ｔ１より大きく
、かつ湿度差ΔＸが湿度閾値Ｘ１より大きい場合と、が含まれる。
【００４４】
　また、レベル判定部５３ｂは、温湿度条件を満たすか否かの判定結果をもとに、記憶部
５５内のレベル設定情報を更新するものである。すなわち、レベル判定部５３ｂは、レベ
ル設定情報がＨｉレベルに設定されているときに、温度差ΔＴ及び湿度差ΔＸが温湿度条
件を満たさなくなると、レベル設定情報をＬｏレベルに設定変更するものである。また、
目標温度決定部５３ｃは、レベル設定情報がＬｏレベルに設定されているときに、温度差
ΔＴ及び湿度差ΔＸが温湿度条件を満たすようになると、レベル設定情報をＨｉレベルに
設定変更するものである。つまり、空気調和システム１００は、Ｈｉレベルでの運転時に
温湿度条件を満たさなくなると、Ｌｏレベルでの運転に移行し、Ｌｏレベルでの運転時に
温湿度条件を満たすようになると、Ｈｉレベルでの運転に移行するようになっている。
【００４５】
　目標温度決定部５３ｃは、記憶部５５内のレベル設定情報及び目標温度導出情報と、温
度差ΔＴとをもとに、室内熱交換器１５及び換気装置熱交換器１８のそれぞれの目標蒸発
温度Ｔｅを決定するものである。すなわち、目標温度決定部５３ｃは、レベル設定情報の
蒸発温度レベルに対応する目標温度導出情報に、温度差ΔＴを照らすことで、室内熱交換
器１５及び換気装置熱交換器１８のそれぞれの目標蒸発温度Ｔｅを決定するものである。
そして、目標温度決定部５３ｃは、決定した目標蒸発温度Ｔｅを空調制御部５４へ出力す
るものである。
【００４６】
　空調制御部５４は、室内機１及び換気装置３のそれぞれの蒸発温度が、目標温度調整部
５３において調整された目標蒸発温度Ｔｅとなるように、冷媒回路２００を制御するもの
である。すなわち、空調制御部５４は、全ての室内熱交換器１５及び換気装置熱交換器１
８のそれぞれの蒸発温度が、目標温度決定部５３ｃにおいて決定された目標蒸発温度Ｔｅ
となるように、空気調和システム１００の各種のアクチュエータを制御するものである。
例えば、空調制御部５４は、圧縮機１１の運転周波数を調整することができる。また、空
調制御部５４は、室外送風機１６の回転数を調整することができる。さらに、空調制御部
５４は、第１膨張弁１４ａ及び第２膨張弁１４ｂの開度を調整することができる。加えて
、空調制御部５４は、室内送風機１７の回転数を調整することができる。
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【００４７】
　制御部５１は、上記の各機能を実現する回路デバイスなどのハードウェアで実現するこ
ともできるし、例えば、マイコン、ＤＳＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅ
ｓｓｏｒ）、又はＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等の演算
装置上で実行されるソフトウェアとして実現することもできる。記憶部５５は、ＲＡＭ（
Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）及びＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍ
ｏｒｙ）、フラッシュメモリ等のＰＲＯＭ（Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ）、又は
ＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）等により構成することができる。
【００４８】
　図９は、図１の空気調和システムの動作を示すフローチャートである。図９を参照して
、空気調和システム１００による目標蒸発温度Ｔｅの調整処理を含む空気調和方法につい
て説明する。ここでは、集中コントローラ２０において、目標蒸発温度Ｔｅの調整処理の
際に除外する空調機器が選定される場合の動作を例示する。
【００４９】
　まず、使用者が、集中コントローラ２０の入力部２１ａを介して、快適性への影響が比
較的小さいと考える空調機器を選定すると、データ処理部２２ｂは、選定された空調機器
のアドレスを制御装置５０へ送信する。すると、取得処理部５２は、集中コントローラ２
０から少なくとも１台の空調機器を除外する要求があったと認識し（ステップＳ１０１／
ＹＥＳ）、除外する空調機器のアドレスを記憶部５５に記憶させる。その際、取得処理部
５２は、記憶部５５に記憶させたアドレスを、監視対象機器情報から除外する（ステップ
Ｓ１０２）。
【００５０】
　次いで、差分演算部５３ａは、取得処理部５２によって更新された監視対象機器情報を
もとに、室内温度Ｔａ及び室内絶対湿度Ｘａを取得する空調機器を特定する。次に、差分
演算部５３ａは、特定した空調機器に設けられた温湿度センサから、室内温度Ｔａ及び室
内絶対湿度Ｘａを取得する。そして、差分演算部５３ａは、取得した室内温度Ｔａから室
内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔを減算して温度差ΔＴを求める。また、差分演算部５３ａは、取
得した室内絶対湿度Ｘａから室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔを減算して湿度差ΔＸを求め
る（ステップＳ１０３）。
【００５１】
　一方、使用者が空調機器の選定操作を行わなければ（ステップＳ１０１／ＮＯ）、差分
演算部５３ａは、現状の監視対象機器情報をもとに、室内温度Ｔａ及び室内絶対湿度Ｘａ
を取得する空調機器を特定し、上記同様に、温度差ΔＴと湿度差ΔＸとを求める（ステッ
プＳ１０３）。ここで、ステップＳ１０３に移行するタイミングにおいて、監視対象機器
情報にアドレスが含まれている空調機器は、特定基準を満たす空調機器に相当する。
【００５２】
　次いで、レベル判定部５３ｂは、温度差ΔＴが温度閾値Ｔ１以下であり、かつ湿度差Δ
Ｘが湿度閾値Ｘ１以下である、という温湿度条件を満たすか否かを判定する（ステップＳ
１０４）。レベル判定部５３ｂは、温度差ΔＴ及び湿度差ΔＸが温湿度条件を満たす場合
に（ステップＳ１０４／ＹＥＳ）、レベル設定情報をＨｉレベルに設定する（ステップＳ
１０５）。一方、レベル判定部５３ｂは、温度差ΔＴ及び湿度差ΔＸが温湿度条件を満た
さない場合に（ステップＳ１０４／ＮＯ）、レベル設定情報をＬｏレベルに設定する（ス
テップＳ１０６）。
【００５３】
　続いて、目標温度決定部５３ｃは、レベル設定情報の蒸発温度レベルに対応する目標温
度導出情報に、差分演算部５３ａが求めた温度差ΔＴを照らして、室内熱交換器１５及び
換気装置熱交換器１８のそれぞれの目標蒸発温度Ｔｅを決定する（ステップＳ１０７）。
そして、空調制御部５４は、室内熱交換器１５及び換気装置熱交換器１８のそれぞれの蒸
発温度が、目標温度決定部５３ｃにおいて決定された目標蒸発温度Ｔｅとなるように、空
気調和システム１００の各種のアクチュエータに対する空調制御を実行する（ステップＳ
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１０８）。
【００５４】
　集中コントローラ２０及び制御装置５０は、上記のステップＳ１０１～Ｓ１０８の各工
程を繰り返し実行する。例えば、使用者が空調機器の選定操作を行わない場合（ステップ
Ｓ１０１／ＮＯ）、差分演算部５３ａは、一定の待機時間が経過してから温度差ΔＴ及び
湿度差ΔＸを求めるようにしてもよい。なお、上記のステップＳ１０４～Ｓ１０８の一連
の工程は、目標蒸発温度Ｔｅの調整処理に相当する。
【００５５】
　以上のように、空気調和システム１００によれば、特定基準を満たす空調機器の温湿度
センサに設けられた温湿度センサの検出値をもとに目標蒸発温度Ｔｅを調整することから
、空調優先順位の低い場所に設けられた温湿度センサを用いないため、快適性を損なわず
に省エネルギー化を図ることができる。また、制御装置５０は、特定基準に対応する特定
基準情報を集中コントローラ２０から取得し、取得した特定基準情報をもとに、特定基準
を満たす空調機器を特定する。そのため、制御装置５０は、集中コントローラ２０との連
携により、柔軟に目標蒸発温度Ｔｅを調整することができる。
【００５６】
　さらに、集中コントローラ２０は、空調優先順位が相対的に低い空調機器を選定する操
作を受け付けて、選定された空調機器のアドレスを特定基準情報として制御装置５０に送
信する。そして、制御装置５０は、特定基準情報を除外した後の監視対象機器情報を用い
て特定基準を満たす空調機器を特定する。そのため、使用者の嗜好に応じた目標蒸発温度
Ｔｅの調整を実現することができる。
【００５７】
　また、制御装置５０は、特定基準を満たす空調機器に設けられた温湿度センサから、室
内空気の温度及び湿度を取得し、取得した温度と目標温度との間の温度差ΔＴと、取得し
た湿度と目標湿度との間の湿度差ΔＸとを求める。また、制御装置５０は、温度差ΔＴが
温度閾値Ｔ１以下であり、かつ湿度差ΔＸが湿度閾値Ｘ１以下である場合に、高目標温度
導出情報を用いて目標蒸発温度Ｔｅを決定する。そのため、蒸発温度を高くする場面を増
やすことができ、省エネルギー化を図ることができる。
【００５８】
（代替構成）
　ところで、本実施の形態１では、制御装置５０が、集中コントローラ２０から送信され
る特定基準情報を用いて監視対象機器情報を更新する場合を例示したが、これに限定され
るものではない。例えば、記憶部５５に、特定基準を満たさない空調機器のアドレスが除
外された監視対象機器情報が予め格納しておくようにし、制御装置５０は、この監視対象
機器情報を用いて目標蒸発温度Ｔｅの調整処理を行うようにしてもよい。
【００５９】
　また、空調対象空間Ｓに、赤外線、超音波、又は可視光により人体を検知する人感セン
サを設けておき、集中コントローラ２０の制御部２２が、人感センサによる検知情報を取
得するように構成してもよい。この場合、制御部２２は、人感センサによる検知情報をも
とに、各空調機器のそれぞれの空調領域に人が存在するか否かを経時的に判定するように
するとよい。ここで、空調機器の空調領域とは、複数の空調機器の各々の周辺の領域であ
る。例えば、制御部２２は、人感センサによる検知情報をもとに、一定時間以上人が存在
しない領域を抽出し、抽出した領域に対応する空調機器のアドレスを、特定基準情報とし
て制御装置５０に送信するようにしてもよい。この場合、特定基準情報は、特定基準を満
たさない空調機器のアドレスを示すことになる。このように、特定基準を満たさない空調
機器を自動的に特定するようにすれば、使用者が選定操作を行う手間を省くことができる
。もっとも、制御装置５０が、人感センサによる検知情報を取得して、各空調機器のそれ
ぞれの空調領域に人が存在するか否かを経時的に判定するようにしてもよい。すなわち、
制御装置５０は、例えば、人感センサによる検知情報をもとに、一定時間以上人が存在し
ない領域を抽出し、抽出した領域に対応する空調機器のアドレスを特定基準情報として用
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いるようにしてもよい。
【００６０】
　さらに、本実施の形態１では、冷媒系統としての冷媒回路２００を制御する制御装置５
０が、室外機２に設けられている場合を例示しているが、これに限定されるものではない
。すなわち、制御装置５０は、室外機２の外部に設けられていてもよく、例えば、室内機
１又は換気装置３に設けられていてもよい。ここで、室内機１内の各種アクチュエータを
制御する室内制御装置が室内機１に設けられている場合、制御装置５０は、室内制御装置
と連携して、第１膨張弁１４ａ及び室内送風機１７を制御するようにするとよい。同様に
、換気装置３内の各種アクチュエータを制御する換気制御装置が換気装置３に設けられて
いる場合、制御装置５０は、換気制御装置と連携して、第２膨張弁１４ｂを制御するよう
にするとよい。
【００６１】
　加えて、本実施の形態１では、集中コントローラ２０が、使用者による空調機器の空調
優先順位の設定を受け付けて特定基準情報を制御装置５０へ送信する場合を例示したが、
これに限定されるものではない。例えば、空気調和システム１００は、空調機器の操作用
として空調対象空間Ｓに配置され、換気装置と有線又は無線で接続されたリモートコント
ローラを有していてもよい。そして、リモートコントローラが、使用者による空調機器の
空調優先順位を設定する操作を受け付けて、空調機器の空調優先順位に関する特定基準情
報を制御装置５０へ送信するようにしてもよい。この場合、リモートコントローラは、本
発明の「コントロール機器」に相当する。上記のような各代替構成は、後述する各実施の
形態の空気調和システムにも適用することができる。
【００６２】
実施の形態２．
　本実施の形態２における空気調和システムは、最低限の快適性を満足する温度差及び湿
度差の条件である快適性条件を、自系統の全ての空調機器が満足する場合に、目標蒸発温
度Ｔｅの調整処理を行うようになっている。他のシステム構成は、前述した実施の形態１
と同様であるため、同等の構成部材については同一の符号を用いて説明は省略する。
【００６３】
　空調対象空間Ｓに、室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔ又は室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔから
大きく外れた空調機器が存在すると、それがたとえ快適性への影響が比較的小さい空調機
器であったとしても、例えば冷房時、不冷に対する苦情がくることも想定される。前述し
た実施の形態１では、目標蒸発温度Ｔｅを調整する際に、空調優先順位の低い空調機器の
周辺の温度及び湿度が考慮されないため、特に、空調優先順位の低い空調機器の空調領域
の快適性が損なわれる可能性がある。
【００６４】
　そのため、本実施の形態２の空気調和システム１００は、特定基準を満たさない空調機
器が存在しても、自系統の全ての空調機器が快適性条件を満たさない場合には、蒸発温度
を上げる処理を行わないように構成されている。ここで、快適性条件とは、温度差ΔＴが
快適温度閾値Ｔ２未満であり、かつ湿度差ΔＸが快適湿度閾値Ｘ２未満である、という条
件である。快適温度閾値Ｔ２及び快適湿度閾値Ｘ２は、室内機１及び換気装置３が最低限
守るべき温度及び湿度の基準である。快適温度閾値Ｔ２は、温度閾値Ｔ１よりも大きく設
定され、快適湿度閾値Ｘ２は、湿度閾値Ｘ１よりも大きく設定される。
【００６５】
　すなわち、本実施の形態２の差分演算部５３ａは、自系統の全ての空調機器のそれぞれ
の温湿度センサから、室内温度Ｔａと室内絶対湿度Ｘａとを取得するようになっている。
また、差分演算部５３ａは、自系統の全ての空調機器のそれぞれに対応する温度差ΔＴ及
び湿度差ΔＸを求めるようになっている。そして、差分演算部５３ａは、自系統の全ての
空調機器のそれぞれに対応する温度差ΔＴ及び湿度差ΔＸが快適性条件を満たす場合に限
り、特定基準を満たす空調機器の温湿度センサの検出値を用いて温湿度条件を満たすか否
かを判定するようになっている。他の構成は実施の形態１と同様である。
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【００６６】
　ところで、快適温度閾値Ｔ２及び快適湿度閾値Ｘ２は、予め設定されていてもよいし、
集中コントローラ２０から変更できるようにしてもよい。また、空調対象空間Ｓに人感セ
ンサが設けられている場合、集中コントローラ２０の制御部２２が、人感センサによる検
知情報をもとに、空調対象空間Ｓの人口密度を分析するようにしてもよい。そして、制御
部２２は、空調対象空間Ｓの人口密度の増減に応じて、快適温度閾値Ｔ２及び快適湿度閾
値Ｘ２を自動で変更するようにしてもよい。
【００６７】
　図１０は、本発明の実施の形態２に係る空気調和システムの動作を示すフローチャート
である。図１０を参照して、本実施の形態２の空気調和システム１００による空気調和方
法について説明する。前述した実施の形態１と同様の工程については、図９と同じ符号を
付して説明は省略する。
【００６８】
　まず、空気調和システム１００は、ステップＳ１０１及びＳ１０２の処理を、図９の場
合と同様に実行する。次いで、差分演算部５３ａは、自系統の全ての空調機器のそれぞれ
の温湿度センサから、室内温度Ｔａと室内絶対湿度Ｘａとを取得する。そして、差分演算
部５３ａは、自系統の全ての空調機器のそれぞれに対応する温度差ΔＴ及び湿度差ΔＸを
求める（ステップＳ２０１）。
【００６９】
　次いで、差分演算部５３ａは、自系統の全ての空調機器のそれぞれに対応する温度差Δ
Ｔ及び湿度差ΔＸが、温度差ΔＴが快適温度閾値Ｔ２未満であり、かつ湿度差ΔＸが快適
湿度閾値Ｘ２未満である、という快適性条件を満たすか否かを判定する（ステップＳ２０
２）。差分演算部５３ａは、自系統の全ての空調機器のそれぞれに対応する温度差ΔＴ及
び湿度差ΔＸが快適性条件を満たす場合に（ステップＳ２０２／ＹＥＳ）、ステップＳ１
０４の処理へ移行する。そして、空気調和システム１００は、ステップＳ１０４～Ｓ１０
８の一連の処理を、図９の場合と同様に実行する。
【００７０】
　一方、差分演算部５３ａは、自系統の空調機器の中に、快適性条件を満たさないものが
１台でもあれば（ステップＳ２０２／ＮＯ）、予め設定された待ち時間が経過するまで待
機し（ステップＳ２０３／ＮＯ）、待ち時間が経過したときに、ステップＳ２０２の処理
へ戻る。
【００７１】
　以上のように、本実施の形態２の空気調和システム１００は、集中コントローラ２０に
おいて空調優先順位の低い空調機器が選定された場合でも、自系統の全ての空調機器が快
適性条件を満たさなければ、蒸発温度を上げる処理を行わないようになっている。すなわ
ち、本実施の形態２の制御装置５０は、集中コントローラ２０から特定基準情報が送信さ
れた場合でも、自系統の全ての空調機器が快適性条件を満たさなければ、目標蒸発温度Ｔ
ｅの調整処理を行わないようになっている。そのため、冷房時の不冷のような快適性を損
なう状況を回避することができる。
【００７２】
　また、本実施の形態２の空気調和システム１００は、自系統の全ての空調機器が快適性
条件を満たせば、特定基準を満たす空調機器の温湿度センサによる検出値をもとに目標蒸
発温度Ｔｅを調整する。よって、冷却不足又は除湿不足等を回避し、最低限の快適性を確
保することができる。そして、適切な場面で蒸発温度を上昇させることができるため、省
エネルギー化を図ることができる。他の効果及び各代替構成については、実施の形態１と
同様である。
【００７３】
実施の形態３．
　図１１は、本発明の実施の形態３に係る空気調和システムの概略図である。図１１に示
すように、本実施の形態３の空気調和システム１１０は、第１空気調和システム１００Ａ
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と、第２空気調和システム１００Ｂと、を有している。第１空気調和システム１００Ａと
第２空気調和システム１００Ｂとは、互いに通信可能に構成されている。第１空気調和シ
ステム１００Ａ及び第２空気調和システム１００Ｂの各々のシステム構成は、上述した実
施の形態１又は２の空気調和システム１００と同様であるため、同等の構成部材について
は同一の符号を用いて説明は省略する。なお、集中コントローラ２０Ａ及び２０Ｂは、実
施の形態１又は２の集中コントローラ２０と同様に構成されているが、説明の便宜上、サ
フィックスを付して区別する。制御装置５０Ａ及び５０Ｂは、実施の形態１又は２の制御
装置５０と同様に構成されているが、説明の便宜上、サフィックスを付して区別する。
【００７４】
　上記のとおり、第１空気調和システム１００Ａと第２空気調和システム１００Ｂとは、
同様に構成されているため、以下では、第１空気調和システム１００Ａの構成及び動作を
中心に説明する。なお、第１空気調和システム１００Ａからみると、自身の冷媒回路２０
０は、自系統の冷媒回路であり、第２空気調和システム１００Ｂの冷媒回路２００は、他
系統の冷媒回路である。
【００７５】
　集中コントローラ２０Ａは、他系統の空調機器を選定する操作を受け付けるようになっ
ている。よって、使用者は、自系統の全ての換気装置３が空調優先順位の低い場所に設置
されており、かつ、他系統の換気装置３が空調優先順位の高い場所に設置されている場合
に、入力部２１ａを介して、自系統の換気装置３を除外し、他系統の換気装置３を追加す
る選定操作を行うことができる。この場合、データ処理部２２ｂは、特定基準情報として
、除外用に選定された自系統の換気装置３のアドレスと、追加用に選定された他系統の換
気装置３のアドレスとを、制御装置５０Ａへ送信する。制御装置５０Ａの取得処理部５２
は、特定基準情報をもとに、監視対象機器情報から自系統の換気装置３のアドレスを除外
し、監視対象機器情報に他系統の換気装置３を追加する。そして、差分演算部５３ａは、
監視対象機器情報に基づき、他系統の換気装置３のＲＡ温湿度検出手段３２において検出
された室内空気の絶対湿度を、室内絶対湿度Ｘａとして用いる。なお、他系統の換気装置
３は、本発明の「別の換気装置」に相当する。
【００７６】
　また、使用者は、自系統の全ての室内機１が空調優先順位の低い場所に設置されており
、かつ、他系統の室内機１が空調優先順位の高い場所に設置されている場合に、入力部２
１ａを介して、自系統の室内機１を除外し、他系統の室内機１を追加する選定操作を行う
ことができる。この場合、データ処理部２２ｂは、特定基準情報として、除外用に選定さ
れた室内機１のアドレスと、追加用に選定された室内機１のアドレスとを、制御装置５０
Ａへ送信する。制御装置５０Ａの取得処理部５２は、特定基準情報をもとに、監視対象機
器情報から自系統の室内機１のアドレスを除外し、監視対象機器情報に他系統の室内機１
のアドレスを追加する。そして、差分演算部５３ａは、監視対象機器情報に基づき、他系
統の室内機１の吸込温湿度検出手段４３において検出された吸込温度を、室内温度Ｔａと
して用いる。他の構成は実施の形態１及び２と同様である。
【００７７】
　図１２は、図１１の空気調和システムの動作を示すフローチャートである。図１２を参
照して、本実施の形態３の空気調和システム１１０による空気調和方法について説明する
。前述した実施の形態１と同様の工程については、図９と同じ符号を付して説明は省略す
る。ここでは、自系統の全ての換気装置３が空調優先順位の低い場所に設置されており、
かつ、他系統の換気装置３が空調優先順位の高い場所に設置されている場合について説明
する。
【００７８】
　使用者が、集中コントローラ２０Ａの入力部２１ａを介して、自系統の全ての換気装置
３を除外し、他系統の換気装置３を追加する選定操作を行う。すると、データ処理部２２
ｂは、自系統の換気装置３のアドレスと、追加用に選定された他系統の換気装置３のアド
レスとを、制御装置５０Ａへ送信する。制御装置５０Ａの取得処理部５２は、自系統の換
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気装置３を除外し、他系統の換気装置３を追加する要求があったと認識し（ステップＳ３
０１／ＹＥＳ）、自系統の換気装置３及び他系統の換気装置３のそれぞれのアドレスを、
記憶部５５に記憶させる。その際、取得処理部５２は、自系統の換気装置３のアドレスを
監視対象機器情報から除外し、他系統の換気装置３のアドレスを監視対象機器情報に追加
する（ステップＳ３０２）。
【００７９】
　次いで、差分演算部５３ａは、取得処理部５２によって更新された監視対象機器情報を
もとに、室内温度Ｔａ及び室内絶対湿度Ｘａを取得する空調機器を特定する。そして、差
分演算部５３ａは、制御装置５０Ｂ又は集中コントローラ２０Ｂとの通信により、監視対
象機器情報に追加された他系統の換気装置３の温湿度センサから室内絶対湿度Ｘａを取得
する。また、差分演算部５３ａは、自系統の室内機１の温湿度センサから室内温度Ｔａを
取得する。そして、差分演算部５３ａは、取得した室内温度Ｔａから室内目標温度Ｔａ＿
ｔｇｔを減算して温度差ΔＴを求める。また、差分演算部５３ａは、取得した室内絶対湿
度Ｘａから室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔを減算して湿度差ΔＸを求める（ステップＳ３
０３）。
【００８０】
　一方、使用者が、自系統の全ての換気装置３を除外し、他系統の換気装置３を追加する
選定操作を行わなければ（ステップＳ３０１／ＮＯ）、差分演算部５３ａは、現状の監視
対象機器情報をもとに、室内温度Ｔａ及び室内絶対湿度Ｘａを取得する空調機器を特定し
、温度差ΔＴと湿度差ΔＸとを求める（ステップＳ３０３）。ここで、ステップＳ３０３
に移行するタイミングにおいて、監視対象機器情報にアドレスが含まれている空調機器は
、特定基準を満たす空調機器に相当する。
【００８１】
　そして、第１空気調和システム１００Ａは、ステップＳ１０４～Ｓ１０８の一連の処理
を、図９の場合と同様に実行する。第１空気調和システム１００Ａは、上記のステップＳ
３０１～Ｓ３０３及びステップＳ１０４～Ｓ１０８の一連の処理に加えて、実施の形態２
の図１１に示すステップＳ２０１～Ｓ２０３の一連の処理を行うようにしてもよい。
【００８２】
　以上のように、実施の形態３の空気調和システム１１０によれば、集中コントローラ２
０Ａ又は２０Ｂから、自系統で空調優先順位の低い空調機器を除外し、他系統で空調優先
順位の高い空調機器を追加する選定操作を受け付けることができる。そして、集中コント
ローラ２０Ａ又は２０Ｂは、除外用の空調機器及び追加用の空調機器のそれぞれのアドレ
スを制御装置５０Ａ又は５０Ｂに送信する。そのため、制御装置５０Ａ又は５０Ｂは、自
系統の空調機器だけではなく、他系統の空調機器の温湿度センサから、室内温度Ｔａ又は
室内絶対湿度Ｘａを取得することができる。したがって、より精度のよい室内温度Ｔａ及
び室内絶対湿度Ｘａを利用して温度差ΔＴ及び湿度差ΔＸを求め、目標蒸発温度Ｔｅの調
整処理を行うことができるため、蒸発温度を上昇させる場面を増やすことができ、省エネ
ルギー化を図ることができる。他の効果及び各代替構成については、実施の形態１及び２
と同様である。
【００８３】
　ところで、上記の説明では、第１空気調和システム１００Ａ又は第２空気調和システム
１００Ｂの全ての換気装置３が、空調優先順位の低い場所に設定されている場合を例に挙
げたが、第１空気調和システム１００Ａ又は第２空気調和システム１００Ｂは、換気装置
３を有していなくてもよい。この場合、例えば、使用者が集中コントローラ２０Ａの入力
部２１ａを介して他系統の換気装置３を追加する選定操作を行うと、データ処理部２２ｂ
が、他系統の換気装置３のアドレスを制御装置５０Ａ又は５０Ｂに送信する。すると、制
御装置５０Ａ又は５０Ｂの取得処理部５２は、他系統の換気装置３のアドレスを監視対象
機器情報に追加する。
【００８４】
実施の形態４．



(19) JP 6808033 B2 2021.1.6

10

20

30

40

50

　図１３は、本発明の実施の形態４に係る空気調和システムの概略図である。図１１に示
すように、本実施の形態４の空気調和システム１００Ｃは、通信装置６０を有している。
また、空調対象空間Ｓには、空気調和システム１０００が設けられている。空気調和シス
テム１０００は、例えば空気調和システム１００Ｃとは製造元が異なるものであり、空気
調和システム１００Ｃと空気調和システム１０００とは、互いに通信を行うことができな
い。
【００８５】
　空気調和システム１００Ｃのシステム構成は、上述した実施の形態１及び２の空気調和
システム１００と同様であるため、同等の構成部材については同一の符号を用いて説明は
省略する。なお、空気調和システム１０００は、室内機１００１、室外機１００２、及び
換気装置１００３を有する一般的な空気調和システムである。換気装置１００３は、空調
優先順位の高い場所に設置されているものとする。
【００８６】
　通信装置６０は、集中コントローラ２０及び制御装置５０との有線又は無線による通信
を行うことができる。通信装置６０は、換気装置１００３の近傍であり、空調優先順位の
高い場所に設けられているものとする。通信装置６０としては、例えば、空調機器の操作
用のリモートコントローラが想定される。通信装置６０は、図１３に示すように、空調対
象空間Ｓの空気の絶対湿度を検出する湿度センサ６１を有している。集中コントローラ２
０は、通信装置６０のアドレスを取得して記憶部２３に記憶させているものとする。制御
装置５０は、湿度センサ６１の検出値を取得することができる。そして、制御装置５０は
、湿度センサ６１の検出値を、適宜、室内絶対湿度Ｘａとして用いることができる。また
、通信装置６０には、目標温度及び目標絶対湿度が設定されている。制御装置５０は、目
標温度及び目標絶対湿度を、通信装置６０から直接取得するようにしてもよいし、集中コ
ントローラ２０を介して取得するようにしてもよい。
【００８７】
　集中コントローラ２０は、通信装置６０を選定する操作を受け付けるようになっている
。よって、使用者は、自系統の換気装置３が全て空調優先順位の低い場所に設置されてい
る場合、入力部２１ａを介して、自系統の換気装置３を除外し、通信装置６０を追加する
選定操作を行うことができる。この場合、データ処理部２２ｂは、特定基準情報として、
自系統の換気装置３のアドレスと通信装置６０のアドレスとを制御装置５０へ送信する。
よって、制御装置５０の取得処理部５２は、特定基準情報をもとに、監視対象機器情報か
ら自系統の換気装置３のアドレスを除外し、監視対象機器情報に通信装置６０のアドレス
を追加する。そして、差分演算部５３ａは、監視対象機器情報を参照して、通信装置６０
の湿度センサ６１において検出された室内空気の絶対湿度を室内絶対湿度Ｘａとして用い
る。他の構成は実施の形態１及び２と同様である。
【００８８】
　図１４は、図１３の空気調和システムの動作を示すフローチャートである。図１４を参
照して、本実施の形態４の空気調和システム１００Ｃによる空気調和方法について説明す
る。前述した実施の形態１と同様の工程については、図９と同じ符号を付して説明は省略
する。
【００８９】
　使用者が、集中コントローラ２０Ａの入力部２１ａを介して、自系統の全ての換気装置
３を除外し、通信装置６０を追加する選定操作を行う。すると、データ処理部２２ｂは、
換気装置３のアドレスと通信装置６０のアドレスとを制御装置５０へ送信する。制御装置
５０の取得処理部５２は、自系統の換気装置３を除外し、通信装置６０を追加する要求が
あったと認識し（ステップＳ４０１／ＹＥＳ）、自系統の換気装置３のアドレスと通信装
置６０のアドレスとを記憶部５５に記憶させる。その際、取得処理部５２は、自系統の換
気装置３のアドレスを監視対象機器情報から除外し、通信装置６０のアドレスを監視対象
機器情報に追加する（ステップＳ４０２）。
【００９０】
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　次いで、差分演算部５３ａは、取得処理部５２によって更新された監視対象機器情報を
もとに、室内温度Ｔａ及び室内絶対湿度Ｘａを取得する空調機器を特定する。そして、差
分演算部５３ａは、通信装置６０の湿度センサ６１から室内絶対湿度Ｘａを取得する。ま
た、差分演算部５３ａは、自系統の室内機１の温湿度センサから室内温度Ｔａを取得する
。そして、差分演算部５３ａは、取得した室内温度Ｔａから室内目標温度Ｔａ＿ｔｇｔを
減算して温度差ΔＴを求める。また、差分演算部５３ａは、取得した室内絶対湿度Ｘａか
ら室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔを減算して湿度差ΔＸを求める（ステップＳ４０３）。
【００９１】
　一方、使用者が、自系統の全ての換気装置３を除外して通信装置６０を追加する選定操
作を行わなければ（ステップＳ４０１／ＮＯ）、差分演算部５３ａは、現状の監視対象機
器情報をもとに、室内温度Ｔａ及び室内絶対湿度Ｘａを取得して、温度差ΔＴと湿度差Δ
Ｘとを求める（ステップＳ４０３）。ここで、ステップＳ４０３へ移行するタイミングで
、監視対象機器情報にアドレスが含まれている空調機器は、特定基準を満たす空調機器に
相当する。
【００９２】
　そして、空気調和システム１００Ｃは、ステップＳ１０４～Ｓ１０８の一連の処理を、
図９の場合と同様に実行する。空気調和システム１００Ｃは、上記のステップＳ４０１～
Ｓ４０３及びステップＳ１０４～Ｓ１０８の一連の処理に加えて、実施の形態２の図１１
に示すステップ２０１～Ｓ２０３の一連の処理を行うようにしてもよい。
【００９３】
　以上のように、実施の形態４の空気調和システム１００Ｃでは、空調優先順位の高い場
所に、湿度センサ６１を有する通信装置６０が設置されており、制御装置５０は、湿度セ
ンサ６１から室内空気の絶対湿度を取得することができる。そして、集中コントローラ２
０は、空調優先順位の低い自系統の換気装置３を除外して通信装置６０を追加する選定操
作を受け付けると共に、自系統の換気装置３及び通信装置６０のそれぞれのアドレスを制
御装置５０に送信する。そのため、制御装置５０は、通信装置６０の湿度センサ６１から
室内絶対湿度Ｘａを取得することができる。したがって、より精度のよい室内絶対湿度Ｘ
ａを用いて湿度差ΔＸを求めた上で、目標蒸発温度Ｔｅの調整処理を行うことができるた
め、蒸発温度を上昇させる場面を増やすことができ、更なる省エネルギー化を図ることが
できる。他の効果及び各代替構成については、実施の形態１及び２と同様である。
【００９４】
実施の形態５．
　図１５は、本発明の実施の形態５に係る空気調和システムの一例を示す概略図である。
図１６は、図１５の空気調和システムの制御系統を含めた冷媒回路図である。図１７は、
本発明の実施の形態５に係る空気調和システムの他の例を示す概略図である。本実施の形
態５の空気調和システム１００Ｄ及び１００Ｅは、図１５～図１７に示すように、２つの
冷媒系統を有する点に特徴がある。上述した実施の形態１及び２の空気調和システム１０
０と同等の構成部材については、同一の符号又は名称を用いて説明は省略する。
【００９５】
　空気調和システム１００Ｄは、室外機２と、１台又は複数台の室内機１と、を備えた一
方の冷媒系統である冷媒回路２００Ａを有している。また、空気調和システム１００Ｄは
、室外機４と、１台又は複数台の換気装置３と、を備えた他方の冷媒系統である冷媒回路
２００Ｂを有している。なお、図１５及び図１６では、冷媒回路２００Ａが、３台の室内
機１を有する場合を例示している。図１５及び図１６では、冷媒回路２００Ｂが、１台の
換気装置３を有する場合を例示している。以降では、冷媒回路２００Ａに相当する一方の
冷媒系統を「第１冷媒系統」といい、冷媒回路２００Ｂに相当する他方の冷媒系統を「第
２冷媒系統」という。
【００９６】
　室外機２と室内機１とは、冷媒配管１０２ａによって接続されている。室外機４と換気
装置３とは、冷媒配管１０２ｂによって接続されている。室内機１と室外機２と換気装置
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３と室外機４とは、それぞれ、集中コントローラ２０と伝送線１０３で接続されている。
もっとも、集中コントローラ２０は、室内機１、室外機２、換気装置３、及び室外機４と
、無線によって通信するものであってもよい。
【００９７】
　冷媒回路２００Ａは、圧縮機１１Ａ、四方弁１２Ａ、室外熱交換器１３Ａ、第１膨張弁
１４ａ、及び室内熱交換器１５を有している。冷媒回路２００Ｂは、圧縮機１１Ｂ、四方
弁１２Ｂ、室外熱交換器１３Ｂ、第２膨張弁１４ｂ、及び換気装置熱交換器１８を有して
いる。室外機２は、室外熱交換器１３Ａに付設された室外送風機１６Ａを有している。室
外機２は、冷媒回路２００Ａ及び室外送風機１６Ａを制御する制御装置５０Ａを有してい
る。室外機４は、室外熱交換器１３Ｂに付設された室外送風機１６Ｂを有している。室外
機４は、冷媒回路２００Ｂ及び室外送風機１６Ｂを制御する制御装置５０Ｂを有している
。制御装置５０Ａ及び制御装置５０Ｂは、それぞれ、実施の形態１～４の制御装置５０と
同様に構成されている。制御装置５０Ａと制御装置５０Ｂとは、互いに連携して空気調和
システム１００Ｄを制御することができる。
【００９８】
　空気調和システム１００Ｅは、空気調和システム１００Ｄと同様に構成されているが、
冷媒回路２００Ｂが、１台又は複数台の室内機１を有している点で空気調和システム１０
０Ｄとは相違する。図１７では、冷媒回路２００Ｂが、１台の換気装置３と１台の室内機
１とを有する場合を例示している。空気調和システム１００Ｅの冷媒回路図は、図１６と
同様であるため図示を省略する。
【００９９】
　集中コントローラ２０は、制御装置５０Ａと制御装置５０Ｂとのそれぞれと連携して、
目標蒸発温度Ｔｅの調整処理を行うことができる。そして、本実施の形態５では、例えば
、空気調和システム１００Ｄのように、冷媒回路２００Ｂに接続されている空調機器が全
て換気装置３である場合、制御装置５０Ｂは、換気装置３のＲＡ温湿度検出手段３２の検
出値だけを用いて、目標蒸発温度Ｔｅの調整処理を行うようになっている。また、空気調
和システム１００Ｅのように、冷媒回路２００Ｂに接続されている空調機器に室内機１が
含まれる場合でも、使用者が冷媒回路２００Ｂの全ての室内機１を除外する選定操作を行
ったとき、制御装置５０Ｂが、換気装置３のＲＡ温湿度検出手段３２の検出値だけを用い
て、目標蒸発温度Ｔｅの調整処理を行うようになっている。
【０１００】
　図１８は、図１６の室内熱交換器及び換気装置冷却器のそれぞれの目標蒸発温度を求め
るための目標温度導出情報を例示したグラフである。制御装置５０Ｂの記憶部５５には、
図１８に例示するような目標温度導出情報が格納されている。図１８では、縦軸に室内熱
交換器１５又は換気装置熱交換器１８の蒸発温度を示し、横軸に湿度差ΔＸを示している
。湿度差ΔＸｎは、現在の室内絶対湿度Ｘａから室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇｔを減算し
た値を例示したものである。すなわち、目標温度導出情報では、図１８に示すように、湿
度差ΔＸと目標蒸発温度Ｔｅとが関連づけられており、湿度差ΔＸｎを目標温度導出情報
に照らすことで、目標蒸発温度Ｔｅを求めることができる。Ｔｅ＿ｍａｘは、目標蒸発温
度Ｔｅの最大値である最大蒸発温度を示し、Ｔｅ＿ｍｉｎは、目標蒸発温度Ｔｅの最小値
である最小蒸発温度を示している。さらに、図１８には、湿度閾値Ｘ１よりも高く設定さ
れた湿度閾値Ｘ３と、０よりも低く設定された湿度閾値Ｘ４と、を示している。
【０１０１】
　目標温度導出情報は、湿度差ΔＸが「０＜ΔＸ＜Ｘ１」の範囲において、湿度差ΔＸと
目標蒸発温度Ｔｅとの間に、湿度差ΔＸが増加すると目標蒸発温度Ｔｅが減少するような
比例関係がある。また、目標温度導出情報は、湿度差ΔＸが０以下とき、目標蒸発温度Ｔ
ｅが最大蒸発温度ＥＴ＿ｍａｘに設定され、湿度差ΔＸがＸ１以上のとき、目標蒸発温度
Ｔｅが最小蒸発温度ＥＴ＿ｍｉｎに設定されるようになっている。
【０１０２】
　そして、図８の表と同様、最大蒸発温度Ｔｅ＿ｍａｘ及び最小蒸発温度Ｔｅ＿ｍｉｎは
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、蒸発温度レベルごとに、複数のパターンの値が設定されている。本実施の形態５におい
ても、蒸発温度レベルとして、蒸発温度が相対的に高いＨｉレベルと、蒸発温度が相対的
に低いＬｏレベルとの２つのパターンが設定されている。
【０１０３】
　ここで、冷媒回路２００ＢがＨｉレベルで運転中に、湿度差ΔＸが湿度閾値Ｘ３よりも
大きくなった場合は、除湿能力が足りず潜熱負荷を処理できていないと判断することがで
きる。そのため、制御装置５０Ｂは、除湿能力を上げるために、ＨｉレベルからＬｏレベ
ルへ移行するようにしてもよい。一方、冷媒回路２００ＢがＬｏレベルで運転中に、湿度
差ΔＸが湿度閾値Ｘ４よりも小さくなった場合は、除湿能力に余裕があり蒸発温度を更に
上げられると判断できる。そのため、制御装置５０Ｂは、除湿能力を下げるために、Ｌｏ
レベルからＨｉレベルへ移行するようにしてもよい。
【０１０４】
　図１９は、図１７の空気調和システムの動作を示すフローチャートである。図１９を参
照して、空気調和システム１００Ｅの集中コントローラ２０及び制御装置５０Ｂによる処
理内容を説明する。前述した実施の形態１と同様の工程については、図９と同じ符号を付
して説明は省略する。ここでは、冷媒回路２００Ｂの全ての室内機１が空調優先順位の低
い場所に設置されている場合を説明する。
【０１０５】
　まず、使用者が、集中コントローラ２０の入力部２１ａを介して、第２冷媒系統の全て
の室内機１を除外する選定操作を行うと、データ処理部２２ｂは、除外用に選定された室
内機１のアドレスを制御装置５０Ｂに送信する。すると、制御装置５０Ｂの取得処理部５
２は、第２冷媒系統の室内機１を除外する要求があったと認識し（ステップＳ５０１／Ｙ
ＥＳ）、除外用に選定された室内機１のアドレスを記憶部５５に記憶させる。その際、取
得処理部５２は、除外用に選定された室内機１のアドレスを監視対象機器情報から除外す
ることにより、監視対象機器情報を更新する（ステップＳ５０２）。
【０１０６】
　次いで、差分演算部５３ａは、取得処理部５２によって更新された監視対象機器情報を
もとに、第２冷媒系統の換気装置３の温湿度センサから室内絶対湿度Ｘａを取得する。そ
して、差分演算部５３ａは、取得した室内絶対湿度Ｘａから室内目標絶対湿度Ｘａ＿ｔｇ
ｔを減算して湿度差ΔＸを求める（ステップＳ５０３）。
【０１０７】
　次いで、レベル判定部５３ｂは、湿度差ΔＸが湿度閾値Ｘ１以下であるという湿度条件
を満たすか否かを判定する（ステップＳ５０４）。レベル判定部５３ｂは、湿度差ΔＸが
湿度条件を満たす場合（ステップＳ５０４／ＹＥＳ）、レベル設定情報をＨｉレベルに設
定する（ステップＳ１０５）。一方、レベル判定部５３ｂは、湿度差ΔＸが湿度条件を満
たさない場合（ステップＳ５０４／ＮＯ）、レベル設定情報をＬｏレベルに設定する（ス
テップＳ１０６）。そして、空気調和システム１００Ｅは、ステップＳ１０７及びステッ
プＳ１０８の処理を、図９の場合と同様に実行する。
【０１０８】
　一方、使用者が、第２冷媒系統の全ての室内機１を除外する選定操作を行わなければ（
ステップＳ５０１／ＮＯ）、差分演算部５３ａは、現状の監視対象機器情報をもとに、室
内温度Ｔａ及び室内絶対湿度Ｘａを取得する空調機器を特定して、温度差ΔＴと湿度差Δ
Ｘとを求める（図９のステップＳ１０３）。そして、空気調和システム１００Ｅは、図９
のステップＳ１０４～Ｓ１０８の処理を実施の形態１と同様に実行する。ここで、ステッ
プＳ５０３又はステップＳ１０３に移行するタイミングにおいて、監視対象機器情報にア
ドレスが含まれている空調機器は、特定基準を満たす空調機器に相当する。空気調和シス
テム１００Ｅは、上記一連の処理に加えて、実施の形態２の図１１に示すステップ２０１
～Ｓ２０３の一連の処理を行うようにしてもよい。なお、空気調和システム１００Ｄの場
合は、ステップＳ５０１及びＳ５０２の処理を省略することができる。
【０１０９】
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　以上のように、本実施の形態５における空気調和システムは、何れかの冷媒回路の全て
の室内機１の空調優先順位が低い場合、又は何れかの冷媒回路の空調機器が全て換気装置
３である場合、当該冷媒回路の換気装置３における湿度差ΔＸのみで目標蒸発温度Ｔｅを
決定する。そのため、温度差ΔＴが分からない場合でも、省エネルギー化を図ることがで
きる。他の効果及び各代替構成については、実施の形態１と同様である。もっとも、上述
した実施の形態１～４の空気調和システムも、ステップＳ１０４の処理及びこれに付随す
る処理の代わりに、ステップＳ５０４の処理及びこれに付随する処理を行うようにしても
よい。
【０１１０】
＜変形例＞
　図２０は、本発明の実施の形態５の変形例に係る空気調和システムでのゾーン分けを示
した空気線図である。図２１は、図２０に示す４つのゾーンごとの蒸発温度レベルを示し
た空気線図である。本変形例における空気調和システムは、図２０及び図２１に示すよう
に、乾球温度と絶対湿度とによって分割された４つのゾーンにより、第１冷媒系統及び第
２冷媒系統のそれぞれの蒸発温度レベルを切り替えることができる。
【０１１１】
　ＯＡ温湿度検出手段３１で検出された温度及び湿度の値は、図２０に示すように、乾球
温度の閾値Ｔ０と絶対湿度の閾値Ｘ０とを境界として、ゾーンＩ～ＩＶの４つのゾーンに
分けられる。ゾーンＩにある場合は、外気が低温かつ低湿度であるので、低顕熱負荷条件
及び低潜熱負荷条件となる。ゾーンＩＩにある場合は、外気が低温かつ高湿度であるので
、低顕熱負荷条件及び高潜熱負荷条件となる。ゾーンＩＩＩにある場合は、外気が高温か
つ低湿度であるので、高顕熱負荷条件及び低潜熱負荷条件となる。ゾーンＩＶにある場合
は、外気が高温かつ高湿度であるので、高顕熱負荷条件及び高潜熱負荷条件となる。
【０１１２】
　ゾーンＩ及びゾーンＩＩの低顕熱負荷条件では、顕熱を制御する第１冷媒系統の顕熱負
荷は小さいので、第１冷媒系統の蒸発温度を上げて、冷却能力を下げることが可能となる
。そのため、図２１に示すように、第１冷媒系統の蒸発温度レベルは、Ｈｉレベルとする
ことができる。一方、ゾーンＩＩＩとゾーンＩＶの高顕熱負荷条件では、顕熱を制御する
第１冷媒系統の顕熱負荷は大きいので、第１冷媒系統の蒸発温度を下げて冷却能力を上げ
る必要がある。そのため、図２１に示すように、第１冷媒系統の蒸発温度レベルはＬｏレ
ベルとする必要がある。
【０１１３】
　ゾーンＩとゾーンＩＩＩの低潜熱負荷条件では、潜熱を制御する第２冷媒系統の潜熱負
荷は小さいので、第２冷媒系統の蒸発温度を上げて除湿能力を下げることが可能となるそ
のため、図２１に示すように、第２冷媒系統の蒸発温度レベルは、Ｈｉレベルとすること
ができる。一方、ゾーンＩＩとゾーンＩＶの高潜熱負荷条件では、潜熱を制御する第２冷
媒系統の潜熱負荷は大きいので、第２冷媒系統の蒸発温度を下げて除湿能力を上げる必要
がある。そのため、図２１に示すように、第２冷媒系統の蒸発温度レベルはＬｏレベルと
する必要がある。
【０１１４】
　ここで、各ゾーンの閾値である乾球温度の閾値Ｔ０と絶対湿度の閾値Ｘ０とは、以下の
ようにして決定される。閾値Ｔ０は、第１冷媒系統の目標蒸発温度ＴｅをＨｉレベルのＴ
ｅｉ＿ｈｉ＿ｍｉｎとした時に、顕熱負荷を処理できる外気温度の最大値である。すなわ
ち、閾値Ｔ０以下であれば、Ｈｉレベルの蒸発温度範囲であっても目標温度に到達できる
。実際、顕熱負荷は、外気の温湿度条件だけでなく、人体及び照明などの内部発熱を考慮
する必要がある。ただし、人体及び照明などの内部発熱量は、ビル又はマンションなどの
物件毎にある程度想定され、その変動は少ないため、物件毎に想定される値を用いてＴ０
を算出することができる。
【０１１５】
　一方、閾値Ｘ０は、第２冷媒系統の目標蒸発温度ＴｅをＨｉレベルのＴｅｖ＿ｈｉ＿ｍ
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ｉｎとした時に、潜熱負荷を処理できる外気絶対湿度の最大値である。すなわち、閾値Ｘ
０以下であれば、Ｈｉレベルの蒸発温度範囲であっても目標湿度に到達できる。実際、潜
熱負荷は外気の温湿度条件だけでなく、人体及び照明などの内部発熱を考慮する必要があ
る。ただし、人体及び照明などの内部発熱量は、ビル又はマンションなどの物件毎にある
程度想定され、その変動は少ないため、物件毎に想定される値を用いてＸ０を算出するこ
とができる。
【０１１６】
　図２２は、本発明の実施の形態５の変形例に係る空気調和システムの動作を示すフロー
チャートである。空気調和システム１００Ｅの構成を前提に、図２２を参照して、本変形
例の４つのゾーンに基づく蒸発温度レベルの付加的な調整処理について説明する。図１９
と同様の工程については同じ符号を付して説明は省略する。
【０１１７】
　本変形例の空気調和システム１００Ｅは、ステップＳ５０１～Ｓ５０４の一連の処理を
、図２２の場合を同様に実行する。そして、制御装置５０Ｂのレベル判定部５３ｂは、湿
度差ΔＸが湿度条件を満たす場合に（ステップＳ５０４／ＹＥＳ）、第１冷媒系統及び第
２冷媒系統の双方の蒸発温度レベルをＨｉレベルに設定する（ステップＳ１０５）。
【０１１８】
　一方、レベル判定部５３ｂは、湿度差ΔＸが湿度条件を満たさない場合に（ステップＳ
５０４／ＮＯ）、ＯＡ温湿度検出手段３１から外気の温湿度を取得して、４つのゾーンの
どれであるかの判定であるゾーン判定を実行する。なお、湿度差ΔＸが湿度条件を満たさ
ない場合とは、温度差ΔＴが温度閾値Ｔ１よりも大きいという条件、及び湿度差ΔＸが湿
度閾値Ｘ１よりも大きいという条件のうちの少なくとも一方を満たす場合のことである。
【０１１９】
　すなわち、レベル判定部５３ｂは、ゾーンＩＶである場合に（ステップＳ６０１／ＹＥ
Ｓ）、第１冷媒系統及び第２冷媒系統の双方の蒸発温度レベルをＬｏレベルに設定する。
レベル判定部５３ｂは、ゾーンＩＶではない場合において（ステップＳ６０１／ＮＯ）、
ゾーンＩである場合に（ステップＳ６０２／ゾーンＩ）、ステップＳ１０５の処理へ移行
する（ステップＳ１０５）。レベル判定部５３ｂは、ゾーンＩＩである場合に（ステップ
Ｓ６０２／ゾーンＩＩ）、第１冷媒系統の蒸発温度レベルをＨｉレベルに設定し、第２冷
媒系統の蒸発温度レベルをＬｏレベルに設定する（ステップＳ６０３）。レベル判定部５
３ｂは、ゾーンＩＩＩである場合に（ステップＳ６０２／ゾーンＩＩＩ）、第１冷媒系統
の蒸発温度レベルをＬｏレベルに設定し、第２冷媒系統の蒸発温度レベルをＨｉレベルに
設定する（ステップＳ６０４）。
【０１２０】
　そして、空気調和システム１００Ｅは、ステップＳ１０７及びステップＳ１０８の処理
を、図２２の場合と同様に実行する。ここで、本変形例の空気調和システム１００Ｅは、
上記一連の処理に加えて、実施の形態２の図１１に示すステップ２０１～Ｓ２０３の一連
の処理を行うようにしてもよい。
【０１２１】
　以上のように、本変形例における空気調和システムにおいて、目標温度調整部５３は、
温湿度条件を満たさない場合に、ＯＡ温湿度検出手段３１から検出値を取得する。そして
、目標温度調整部５３は、外気が低温かつ低湿度のときに、第１冷媒系統及び第２冷媒系
統のそれぞれに対して高目標温度導出情報を用いて目標蒸発温度Ｔｅを決定する。目標温
度調整部５３は、外気が低温かつ高湿度のときに、第１冷媒系統に対して高目標温度導出
情報を用いて目標蒸発温度Ｔｅを決定すると共に、第２冷媒系統に対して低目標温度導出
情報を用いて目標蒸発温度Ｔｅを決定する。目標温度調整部５３は、外気が高温かつ低湿
度のときに、第１冷媒系統に対して低目標温度導出情報を用いて目標蒸発温度Ｔｅを決定
すると共に、第２冷媒系統に対して高目標温度導出情報を用いて目標蒸発温度Ｔｅを決定
する。目標温度調整部５３は、外気が高温かつ高湿度のときに、第１冷媒系統及び第２冷
媒系統のそれぞれに対して低目標温度導出情報を用いて目標蒸発温度Ｔｅを決定する。す
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なわち、本変形例における空気調和システムによれば、蒸発温度を下げることが可能とな
るパターンが増えるため、さらなる省エネルギー化をより柔軟に実現することができる。
【０１２２】
　本変形例では、制御装置５０Ａと制御装置５０Ｂとが連携して、蒸発温度レベルの設定
処理等を行う場合を例示したが、これに限定されるものではない。空気調和システム１０
０Ｄ及び１００Ｅは、例えば、室外機２又は室外機４の内部又は外部に、制御装置５０Ａ
の機能と制御装置５０Ｂの機能とを併せもつ１つの制御装置を有していてもよい。
【０１２３】
　上述した各実施の形態は、空気調和システムにおける好適な具体例であり、本発明の技
術的範囲は、これらの態様に限定されるものではない。例えば、上記の説明で用いた各図
では、各構成部材の大きさの関係が実際のものとは異なる場合がある。また、添字で区別
等している複数の同種の機器等について、特に区別したり、特定したりする必要がない場
合には、添字を省略して記載する場合もある。
【０１２４】
　加えて、図１では、空気調和システム１００が、３台の室内機１と、１台の換気装置３
と、を有する場合を例示しているが、これに限定されるものではない。空気調和システム
１００は、１台、２台、又は４台以上の室内機１を有していてもよい。同様に、空気調和
システム１００は、２台以上の換気装置３を有していてもよい。実施の形態２～５におけ
る空気調和システムについても同様である。また、図２及び図１６では、第１膨張弁１４
ａが室内機１に設けられ、第２膨張弁１４ｂが換気装置３に設けられている場合を例示し
たが、これに限らず、第１膨張弁１４ａ及び第２膨張弁１４ｂのうちの少なくとも１つは
室外機２もしくは室外機４に設けられていてもよい。
【０１２５】
　上記各実施の形態では、集中コントローラ２０、２０Ａ、及び２０Ｂが、タッチパネル
からなる入力表示部２１を有する場合を例示したが、これに限らず、入力表示部２１は、
物理ボタンなどを含んで構成された入力部２１ａと、例えば液晶ディスプレイからなる表
示部２１ｂとは、分離して配置されたものであってもよい。
【０１２６】
　図７では、目標温度導出情報がグラフである場合を例示したが、これに限らず、目標温
度導出情報は、図７に示すグラフと同様に、温度差ΔＴと目標蒸発温度Ｔｅとが関連づけ
られたテーブル情報であってもよい。図１８では、目標温度導出情報がグラフである場合
を例示したが、これに限らず、目標温度導出情報は、図１８に示すグラフと同様に、湿度
差ΔＸと目標蒸発温度Ｔｅとが関連づけられたテーブル情報であってもよい。
【０１２７】
　上記各実施の形態では、蒸発温度レベルをＨｉレベルとＬｏレベルとの２段階に分ける
場合を例示したが、これに限らず、蒸発温度レベルは、３段階以上に分けて設定するよう
にしてもよい。上記各実施の形態では、温湿度センサ等が検出する湿度が絶対湿度である
場合を例示したが、これに限らず、温湿度センサ等は、相対湿度を検出するものであって
もよい。ただし、相対湿度を用いて演算処理を行うと、温度の影響を受け、室内温度によ
って快適性が変化してしまうため、温湿度センサ等は、絶対湿度を検出するものである方
が望ましい。ところで、上記各実施の形態では、各空調機器が、それぞれ、空調対象空間
Ｓの空気の温度及び絶対湿度を検出する「温湿度センサ」を有する場合を例示したが、こ
れに限定されるものではない。各空調機器は、それぞれ、空調対象空間Ｓの空気の温度を
検出する温度センサと、空調対象空間Ｓの空気の絶対湿度を検出する湿度センサと、を有
していてもよい。
【０１２８】
　なお、上記各実施の形態では、原則として、代表機の温湿度センサによる検出値を用い
て温湿度条件あるいは湿度条件を満たすか否かを判定するようになっているが、これに限
定されるものではない。例えば、特定基準を満たす全ての空調機器の温湿度センサそれぞ
れの検出値について、温湿度条件あるいは湿度条件を満たすか否かを判定し、蒸発温度レ
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度センサそれぞれの検出値を平均した値をもとに、温湿度条件あるいは湿度条件を満たす
か否かを判定し、蒸発温度レベルの切替処理を行うようにしてもよい。
【符号の説明】
【０１２９】
　１、１００１　室内機、２、１００２　室外機、３、１００３　換気装置、４　室外機
、１１、１１Ａ、１１Ｂ　圧縮機、１２、１２Ａ、１２Ｂ　四方弁、１３、１３Ａ、１３
Ｂ　室外熱交換器、１４ａ　第１膨張弁、１４ｂ　第２膨張弁、１５　室内熱交換器、１
６、１６Ａ、１６Ｂ　室外送風機、１７　室内送風機、１８　換気装置熱交換器、１９ａ
　給気用送風機、１９ｂ　排気用送風機、２０、２０Ａ、２０Ｂ　集中コントローラ、２
１　入力表示部、２１ａ　入力部、２１ｂ　表示部、２２　制御部、２２ａ　表示処理部
、２２ｂ　データ処理部、２３　記憶部、３０　全熱交換器、３１　ＯＡ温湿度検出手段
、３２　ＲＡ温湿度検出手段、４２　蒸発温度検出手段、４３　吸込温湿度検出手段、５
０、５０Ｂ、５０Ｃ　制御装置、５１　制御部、５２　取得処理部、５３　目標温度調整
部、５３ａ　差分演算部、５３ｂ　レベル判定部、５３ｃ　目標温度決定部、５４　空調
制御部、５５　記憶部、６０　通信装置、６１　湿度センサ、１００、１００Ｃ、１００
Ｄ、１００Ｅ、１１０、１０００　空気調和システム、１００Ａ　第１空気調和システム
、１００Ｂ　第２空気調和システム、１０２、１０２ａ、１０２ｂ　冷媒配管、２００、
２００Ａ、２００Ｂ　冷媒回路、Ｔ０　閾値、Ｔ１　温度閾値、Ｔ２　快適温度閾値、Ｔ
ａ　室内温度、Ｔａ＿ｔｇｔ　室内目標温度、Ｔｅ　目標蒸発温度、Ｔｅ＿ｍａｘ　最大
蒸発温度、Ｔｅ＿ｍｉｎ　最小蒸発温度、Ｘ０　閾値、Ｘ１　湿度閾値、Ｘ２　快適湿度
閾値、Ｘ３、Ｘ４　湿度閾値、Ｘａ　室内絶対湿度、Ｘａ＿ｔｇｔ　室内目標絶対湿度、
ΔＴ、ΔＴｎ　温度差、ΔＸ、ΔＸｎ　湿度差。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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